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日本医師会長          

横  倉  義  武  

 

 

防災基本計画の修正について 

 

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、平成２８年熊本地震における日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）の

活動におかれましては、ご理解、ご協力を賜り誠にありがとうございます。 

今般、中央防災会議会長（安倍晋三内閣総理大臣）より本職に対し、防災基本

計画の修正について、通知がありました。 

今回の修正は、中央防災会議防災対策実行会議「水害時の避難・応急対策検討

ワーキンググループ」報告を踏まえたものとのことですが、おかげさまで、防災

基本計画の第２偏第４節、２－（２）被災地域外からの災害派遣医療チーム（Ｄ

ＭＡＴ）等の派遣の項目に以下の通り追記がなされております。 

「都道府県は，災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）による活動と並行して，また，

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）活動の終了以降，日本医師会災害医療チーム（Ｊ

ＭＡＴ），（…中略…）等の協力を得て，避難所，救護所も含め，被災地における

医療提供体制の確保・継続を図るものとし，その調整に当たっては災害医療コー

ディネーターを活用するものとする。」 

なお、本基本計画は約３００ページにわたるため、修正の概要および新旧対照

表のみお送りいたします。本基本計画につきましては、内閣府のホームページ

（http://www.bousai.go.jp/taisaku/keikaku/kihon.html#syusei）に掲載して

ありますので、そちらをご確認いただきますようお願い申し上げます。 

つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知いただくとともに

貴都道府県防災計画におけるＪＭＡＴ等の医師会活動の位置付けの強化につき

ご高配賜りますようよろしくお願い申し上げます。 



ク

公益社団法人日本医師会会長殿

災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第34条第1項の規定に基づ

き、防災基本計画を修正したので、同条第2項の規定により、別添のとおり通

知する。

中防災第1
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中央防災会議会
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背 景

主な修正項目

中央防災会議防災対策実行会議
「水害時の避難・応急対策検討ワーキンググループ」報告を踏まえた修正

（平成27年９月関東・東北豪雨災害における教訓を踏まえた防災対策の強化）

③適切な避難行動を促す情報伝達
○ 「緊急的な待避」や「屋内安全確
保」といった適切な避難行動の促し

○ Lアラート等の多様な手段を複合的
に活用した避難勧告等の伝達

○ 日本工業規格に基づく図記号を使用
した分かりやすい避難場所等の表示

等

①水害に強い地域づくり
○ 地域の水害リスクに向き合い、被害
軽減の契機となる分かりやすい水害
リスクの開示
○ 平時から住民の防災意識向上を図り、
地域コミュニケーションを踏まえた
地区内の防災活動の推進
○ 増加する水害リスクに備えるための
水害保険・共済への加入促進 等

②実効性のある避難計画の策定
○ ハザードマップ等の作成･配布時に
「早期の立退き避難が必要な区域」の
明示

○ 避難誘導等警戒避難体制の計画に際
し、水害と土砂災害、複数河川の氾濫
等の複合的な災害の発生を考慮

○ 必要に応じて、近隣市町村における
指定緊急避難場所の指定 等

⑥ボランティアとの連携・協働
○ 社会福祉協議会、NPO等のボラン
ティア団体等との情報共有する場を設
置し、連携のとれた支援活動を展開

④被災市町村の災害対応支援
○ 市町村がとるべき災害対応の要点を
示した資料の作成及び周知徹底
○ 都道府県が行う応援・受援に係る調
整を円滑に行うための仕組みの検討
○ 必要に応じた政府の現地組織（連絡
調整室等）の設置 等

⑤被災生活の環境整備
○ マニュアル、訓練等を通じた避難所
の運営管理に必要な知識の普及
○ 住民の主体的な運営を可能とするた
めの配慮及びNPO等外部支援者の活用
○ DMATの活動終了以降の医療提供体
制の確保・継続及び災害医療コーディ
ネーターの活用 等 ◎その他法人名称等所要の修正
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防災基本計画修正 新旧対照表 
第１編 総則   

修正前 修正後 

第１編 総則  

  

第２章 防災の基本理念及び施策の概要  

(1) 周到かつ十分な災害予防  

 （略）  

○災害予防段階における施策の概要は以下の通りである。  

 （略）  

・発災時の災害応急対策，その後の災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行うため，災害応

急活動体制や情報伝達体制の整備，施設・設備・資機材等の整備・充実を図るととも

に，必要とされる食料・飲料水等を備蓄する。また，関係機関が連携した実践的な防災

訓練を実施する。 

・発災時の災害応急対策，その後の災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行うため，災害応

急活動体制や情報伝達体制の整備，施設・設備・資機材等の整備・充実を図るととも

に，必要とされる食料・飲料水等を備蓄する。また，関係機関が連携した実践的な訓練

や研修を実施する。 
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第２編 各災害に共通する対策編   

修正前 修正後 

第２編 各災害に共通する対策編  

  

第１章 災害予防 第１章 災害予防 

第１節 災害に強い国づくり，まちづくり 第１節 災害に強い国づくり，まちづくり 

２ 災害に強いまちづくり ２ 災害に強いまちづくり 

(4) 災害応急対策等への備え (4) 災害応急対策等への備え 

○国，公共機関及び地方公共団体は，災害が発生した場合の災害応急対策，災害復旧・

復興を迅速かつ円滑に行うための備え（第１章第６節参照）を平常時より十分行うと

ともに，職員及び住民個々の防災力の向上を図るものとする。 

○国，公共機関及び地方公共団体は，災害が発生した場合の災害応急対策，災害復旧・

復興を迅速かつ円滑に行うための備え（第１章第６節参照）を平常時より十分行うと

ともに，職員及び住民個々の防災力の向上を図るものとする。 

 （新設） ○特に，災害時においては状況が刻々と変化していくことと，詳細な情報を伝達する

いとまがないことから，情報の発信側が意図していることが伝わらない事態が発生し

やすくなる。このようなことを未然に防ぐ観点から，関係機関は，防災対策の検討等

を通じて，お互いに平時から災害時の対応についてコミュニケーションをとっておく

こと等により，「顔の見える関係」を構築し信頼感を醸成するよう努めるとともに，訓

練等を通じて，構築した関係を持続的なものにするよう努めるものとする。 

 （略）  （略） 

  

第３節 国民の防災活動の促進 第３節 国民の防災活動の促進 

３ 国民の防災活動の環境整備 ３ 国民の防災活動の環境整備 

(4) 住民及び事業者による地区内の防災活動の推進 (4) 住民及び事業者による地区内の防災活動の推進 

 （略）  （略） 

○市町村は，市町村地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう市町村内の一定の

地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者から提案を受け，必要があると認

めるときは，市町村地域防災計画に地区防災計画を定めるものとする。 

○市町村は，市町村地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう市町村内の一定の

地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者から提案を受け，必要があると認

めるときは，市町村地域防災計画に地区防災計画を定めるものとする。 

 （新設） ○国は，地域の住民，事業者が平時からコミュニケーションを図り，災害に備えて避

難方法の検討や訓練を行うとともに，災害発生時に速やかに避難行動をとり，避難後

の避難所運営の手助けを行うことなど，自助・共助に基づく自発的な地区内の防災活

動を推進していくよう，住民の防災意識の向上のための取組に努めるものとする。 

  

第６節 迅速かつ円滑な災害応急対策，災害復旧・復興への備え 第６節 迅速かつ円滑な災害応急対策，災害復旧・復興への備え 

１ 災害発生直前対策関係 １ 災害発生直前対策関係 

(2) 住民等の避難誘導体制 (2) 住民等の避難誘導体制 

 （略）  （略） 

○市町村は，住民の避難誘導等警戒避難体制をあらかじめ計画するものとする。 ○市町村は，避難勧告等の発令区域・タイミング，指定緊急避難場所，避難経路等の住

民の避難誘導等警戒避難体制をあらかじめ計画するものとする。その際，水害と土砂

災害，複数河川の氾濫，台風等による高潮と河川洪水との同時発生等，複合的な災害

が発生することを考慮するよう努めるものとする。 

（新設） 〇市町村は，災害の想定等により必要に応じて，近隣の市町村の協力を得て，指定緊
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第２編 各災害に共通する対策編   

修正前 修正後 

急避難場所を近隣市町村に設けるものとする。 

  

２ 情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係 ２ 情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係 

(5) 防災関係機関相互の連携体制 (5) 防災関係機関相互の連携体制 

（略）  （略） 

○都道府県は，市町村と調整の上，市町村の相互応援が円滑に進むよう，配慮するも

のとする。 

○都道府県は，市町村と調整の上，市町村の相互応援が円滑に進むよう，配慮すると

ともに，国は，都道府県が必要に応じて，管内市町村への応援・派遣やその受援に係る

調整を円滑に行うことができるような仕組みを検討するよう努めるものとする。 

（略）  （略） 

  

７ 避難の受入れ及び情報提供活動関係 ７ 避難の受入れ及び情報提供活動関係 

(1) 避難誘導  (1) 避難誘導  

○市町村は，避難路，指定緊急避難場所及び指定避難所をあらかじめ指定し，日頃か

ら住民等への周知徹底に努めるものとする。 

○市町村は，避難路，指定緊急避難場所及び指定避難所をあらかじめ指定し，日頃か

ら住民等への周知徹底に努めるものとする。 

（新設） ○市町村は，指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は，日本工業規格

に基づく災害種別一般図記号を使用して，どの災害の種別に対応した避難場所である

かを明示するよう努めるものとする。 

○国及び地方公共団体は，災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に関する

周知に努めるものとする。また，国〔内閣府等〕は，訪日外国人向けの周知について十

分配慮するものとする。 

○市町村は，発災時の避難誘導に係る計画をあらかじめ作成するものとする。また，

防災訓練の実施や防災マップの作成・配布等により，その内容の住民等に対する周知

徹底を図るための措置を講じるものとする。なお，防災マップの作成にあたっては住

民も参加する等の工夫をすることにより，災害からの避難に対する住民等の理解の促

進をはかるよう努めるものとする。 

○市町村は，発災時の避難誘導に係る計画をあらかじめ作成するものとする。また，

防災訓練の実施や防災マップの作成・配布等により，その内容の住民等に対する周知

徹底を図るための措置を講じるものとする。なお，防災マップの作成に当たっては住

民も参加する等の工夫をすることにより，災害からの避難に対する住民等の理解の促

進をはかるよう努めるものとする。 

（略）  （略） 

  

(3) 指定避難所 (3) 指定避難所 

 （略）   （略）  

○市町村は，公民館，学校等の公共的施設等を対象に，地域の人口，誘致圏域，地形，

災害に対する安全性等に配慮し，その管理者の同意を得た上で，被災者が避難生活を

送るための指定避難所をあらかじめ指定し，住民への周知徹底を図るものとする。 

○市町村は，公民館，学校等の公共的施設等を対象に，地域の人口，誘致圏域，地形，

災害に対する安全性等に配慮し，その管理者の同意を得た上で，被災者が避難生活を

送るための指定避難所をあらかじめ指定し，住民への周知徹底を図るものとする。 

 （新設） ○市町村は，一般の避難所では生活することが困難な障害者等の要配慮者のため，介

護保険施設，障害者支援施設等を福祉避難所として指定するよう努めるものとする。 

○指定避難所については，市町村は，被災者を滞在させるために必要となる適切な規

模を有し，速やかに被災者等を受け入れること等が可能な構造又は設備を有する施設

であって，想定される災害による影響が比較的少なく，災害救援物資等の輸送が比較

的容易な場所にあるものを指定するものとする。なお，主として要配慮者を滞在させ

○指定避難所については，市町村は，被災者を滞在させるために必要となる適切な規

模を有し，速やかに被災者等を受け入れること等が可能な構造又は設備を有する施設

であって，想定される災害による影響が比較的少なく，災害救援物資等の輸送が比較

的容易な場所にあるものを指定するものとする。なお，福祉避難所として要配慮者を



－ 5 － 

 

第２編 各災害に共通する対策編   

修正前 修正後 

ることが想定される施設にあっては，要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が

講じられ，相談等の支援を受けることができる体制が整備されているもの等を指定す

るものとする。また，指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる。 

滞在させることが想定される施設にあっては，要配慮者の円滑な利用を確保するため

の措置が講じられ，相談等の支援を受けることができる体制が整備されているもの等

を指定するものとする。また，指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることが

できる。 

 （略）   （略）  

○市町村は，住民等に対し，あらかじめ，指定避難所の運営管理のために必要な知識

等の普及に努めるものとする。 

○市町村は，マニュアルの作成，訓練等を通じて，避難所の運営管理のために必要な

知識等の普及に努めるものとする。この際，住民等への普及に当たっては，住民等が

主体的に避難所を運営できるように配慮するよう努めるものとする。 

○市町村は，一般の避難所では生活することが困難な障害者等の要配慮者のため，介

護保険施設，障害者支援施設等の福祉避難所を指定するよう努めるものとする。 

 （削る） 

 （略）   （略）  

  

(7) 被災者等への的確な情報伝達活動関係 (7) 被災者等への的確な情報伝達活動関係 

 （略）   （略）  

○国〔消防庁，気象庁，総務省等〕及び市町村（都道府県）は，携帯端末の緊急速報メ

ール機能，ソーシャルメディア，ワンセグ放送等の活用や，災害情報共有システム（Ｌ

アラート）を通じた情報発信による警報等の伝達手段の多重化・多様化に努めるもの

とする。 

○国〔消防庁，気象庁，総務省等〕及び市町村（都道府県）は，携帯端末の緊急速報メ

ール機能，ソーシャルメディア，ワンセグ放送，Ｌアラート（災害情報共有システム）

等の活用による警報等の伝達手段の多重化・多様化に努めるものとする。 

 （略）   （略）  

  

第２章 災害応急対策 第２章 災害応急対策 

第２節 発災直後の情報の収集・連絡及び活動体制の確立 第２節 発災直後の情報の収集・連絡及び活動体制の確立 

３ 地方公共団体の活動体制  ３ 地方公共団体の活動体制 

○地方公共団体は，発災後（風水害，火山災害及び雪害の発生のおそれがある場合を

含む。），速やかに，職員の非常参集，情報収集連絡体制の確立を行うとともに，都道府

県にあっては都道府県災害対策本部の設置，都道府県現地災害対策本部の設置，市町

村にあっては市町村災害対策本部の設置，市町村現地災害対策本部の設置，石油コン

ビナート等現地防災本部の設置等必要な体制をとるものとする。 

○地方公共団体は，発災後（風水害，火山災害及び雪害の発生のおそれがある場合を

含む。），職員の安全の確保に十分に配慮しつつ，速やかに，職員の非常参集，情報収集

連絡体制の確立を行うとともに，都道府県にあっては都道府県災害対策本部の設置，

都道府県現地災害対策本部の設置，市町村にあっては市町村災害対策本部の設置，市

町村現地災害対策本部の設置，石油コンビナート等現地防災本部の設置等必要な体制

をとるものとする。 

 （略）  （略） 

  

６ 国における活動体制 ６ 国における活動体制 

(7) 非常本部等の調査団等の派遣，現地対策本部の設置 (7) 非常本部等の調査団等の派遣，現地対策本部の設置 

 （略）  （略） 

 （新設） 〇国〔内閣府〕は，非常災害現地対策本部又は緊急災害現地対策本部が設置されない

場合においても，現地での災害応急対策の調整及び推進を図るため必要があるときは，

政府現地連絡調整室又は政府現地災害対策室の設置を行うものとする。政府現地連絡

調整室等の設置に当たっては，別に定める申合せによるものとする。 
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第２編 各災害に共通する対策編   

修正前 修正後 

  

第４節 救助・救急，医療及び消火活動 第４節 救助・救急，医療及び消火活動 

２ 医療活動 ２ 医療活動 

(2) 被災地域外からの災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等の派遣 (2) 被災地域外からの災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等の派遣 

（略） （略） 

○緊急輸送関係省庁〔国土交通省，海上保安庁，防衛省，消防庁，警察庁〕は，必要に

応じ，又は厚生労働省，文部科学省，日本赤十字社，独立行政法人国立病院機構，独立

行政法人地域医療機能推進機構及び地方公共団体からの要請に基づき，災害派遣医療

チーム（ＤＭＡＴ）等の緊急輸送について，輸送手段の優先的確保など特段の配慮を

行うものとする。 

○緊急輸送関係省庁〔国土交通省，海上保安庁，防衛省，消防庁，警察庁〕は，必要に

応じ，又は厚生労働省，文部科学省，日本赤十字社，独立行政法人国立病院機構，独立

行政法人地域医療機能推進機構及び地方公共団体からの要請に基づき，災害派遣医療

チーム（ＤＭＡＴ）等の緊急輸送について，輸送手段の優先的確保など特段の配慮を

行うものとする。 

（新設） 〇都道府県は，災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）による活動と並行して，また，災害派

遣医療チーム（ＤＭＡＴ）活動の終了以降，日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ），

日本赤十字社，独立行政法人国立病院機構，国立大学病院，日本歯科医師会，民間医療

機関等からの医療チーム派遣等の協力を得て，避難所，救護所も含め，被災地におけ

る医療提供体制の確保・継続を図るものとし，その調整に当たっては災害医療コーデ

ィネーターを活用するものとする。その際，医療チーム等の交代により医療情報が断

絶することのないよう，被災地における診療情報の引継ぎが適切に実施されるよう，

努めるものとする。 

  

第６節 避難の受入れ及び情報提供活動 第６節 避難の受入れ及び情報提供活動 

３ 指定避難所 ３ 指定避難所 

(1) 指定避難所の開設 (1) 指定避難所の開設 

○市町村は，発災時に必要に応じ，指定避難所を開設し，住民等に対し周知徹底を図

るものとする。また，必要があれば，あらかじめ指定した施設以外の施設についても，

災害に対する安全性を確認の上，管理者の同意を得て避難所として開設する。さらに，

要配慮者に配慮して，被災地域外の地域にあるものを含め，民間賃貸住宅，旅館・ホテ

ル等を避難所として借り上げるなど，多様な避難所の確保に努めるものとする。 

○市町村は，発災時に必要に応じ，指定避難所を開設し，住民等に対し周知徹底を図

るものとする。また，要配慮者のため，福祉避難所を開設するものとする。必要があれ

ば，あらかじめ指定した施設以外の施設についても，災害に対する安全性を確認の上，

管理者の同意を得て避難所として開設する。さらに，要配慮者に配慮して，被災地域

外の地域にあるものを含め，旅館・ホテル等を避難所として借り上げるなど，多様な

避難所の確保に努めるものとする。 

 （略）   （略）  

  

(2) 避難所の運営管理等 (2) 避難所の運営管理等 

○市町村は，各避難所の適切な運営管理を行うものとする。この際，避難所における

正確な情報の伝達，食料，飲料水等の配布，清掃等については，避難者，住民，自主防

災組織等の協力が得られるよう努めるとともに，必要に応じ，他の地方公共団体に対

して協力を求めるものとする。また，市町村は，避難所の運営に関し，役割分担を明確

化し，被災者に過度の負担がかからないよう配慮しつつ，被災者が相互に助け合う自

治的な組織が主体的に関与する運営に早期に移行できるよう，その立ち上げを支援す

るものとする。 

○市町村は，各避難所の適切な運営管理を行うものとする。この際，避難所における

正確な情報の伝達，食料，飲料水等の配布，清掃等については，避難者，住民，自主防

災組織，避難所運営について専門性を有した外部支援者等の協力が得られるよう努め

るとともに，必要に応じ，他の地方公共団体に対して協力を求めるものとする。また，

市町村は，避難所の運営に関し，役割分担を明確化し，被災者に過度の負担がかから

ないよう配慮しつつ，被災者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運営

に早期に移行できるよう，その立ち上げを支援するものとする。 
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第２編 各災害に共通する対策編   

修正前 修正後 

○市町村は，それぞれの避難所に受入れている避難者に係る情報及び避難所で生活せ

ず食事のみ受取に来ている被災者等に係る情報の早期把握に努め，国等への報告を行

うものとする。また，民生委員・児童委員，介護保険事業者，障害福祉サービス事業者

等は，避難行動要支援者等の要配慮者の居場所や安否の確認に努め，把握した情報に

ついて地方公共団体に提供するものとする。 

○市町村は，それぞれの避難所に受入れている避難者に係る情報及び避難所で生活せ

ず食事のみ受取りに来ている被災者等に係る情報の早期把握に努めるものとする。ま

た，民生委員・児童委員，介護保険事業者，障害福祉サービス事業者等は，避難行動要

支援者等の要配慮者の居場所や安否の確認に努め，把握した情報について地方公共団

体に提供するものとする。 

 （略）   （略）  

  

第 11 節 自発的支援の受入れ 第 11 節 自発的支援の受入れ 

（略） （略） 

１ ボランティアの受入れ １ ボランティアの受入れ 

 （略） （略） 

○また，地方公共団体は，ボランティアの活動状況を把握するとともに，ボランティ

アを行っている者の生活環境について配慮するものとする。 

○また，地方公共団体は，社会福祉協議会，地元や外部から被災地入りしているＮＰ

Ｏ・ＮＧＯ等のボランティア団体等と，情報を共有する場を設置するなどし，被災者

のニーズや支援活動の全体像を把握し，連携のとれた支援活動を展開するよう努める

とともに，ボランティアを行っている者の生活環境について配慮するものとする。 
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第４編 津波災害対策編   

修正前 修正後 

第４編 津波災害対策編 第４編 津波災害対策編 

  

第１章 災害予防 第１章 災害予防 

第５節 迅速かつ円滑な災害応急対策，災害復旧・復興への備え 第５節 迅速かつ円滑な災害応急対策，災害復旧・復興への備え 

１ 災害発生直前対策関係 １ 災害発生直前対策関係 

(1) 津波警報等の発表及び伝達 (1) 津波警報等の発表及び伝達 

 （略）  （略） 

○国〔総務省，消防庁，気象庁〕及び地方公共団体は，さまざまな環境下にある住民等

及び地方公共団体職員に対して津波警報等が確実に伝わるよう，災害情報共有システ

ム（Ｌアラート）の活用や関係事業者の協力を得つつ，防災行政無線，全国瞬時警報シ

ステム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ），テレビ，ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。），携帯電

話（緊急速報メール機能を含む。），ワンセグ等を用いた伝達手段の多重化，多様化を

図るものとする。 

○国〔総務省，消防庁，気象庁〕及び地方公共団体は，さまざまな環境下にある住民等

及び地方公共団体職員に対して津波警報等が確実に伝わるよう，関係事業者の協力を

得つつ，防災行政無線，全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ），Ｌアラート（災害

情報共有システム），テレビ，ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。），携帯電話（緊

急速報メール機能を含む。），ワンセグ等を用いた伝達手段の多重化，多様化を図るも

のとする。 

 （略）  （略） 

  

第２章 災害応急対策 第２章 災害応急対策 

第４節 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 第４節 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 

２ 交通の確保 ２ 交通の確保 

 （略）  （略） 

(8) 鉄道交通の確保 (8) 鉄道交通の確保 

○第２編２章５節２項(9)「鉄道交通の確保」 ○第２編２章５節２項(8)「鉄道交通の確保」 

(9) 広域物資輸送拠点の確保 (9) 広域物資輸送拠点の確保 

○第２編２章５節２項(10)「広域物資輸送拠点の確保」 ○第２編２章５節２項(9)「広域物資輸送拠点の確保」 
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第５編 風水害対策編   

修正前 修正後 

第５編 風水害対策編 第５編 風水害対策編 

  

第１章 災害予防 第１章 災害予防 

第１節 風水害に強い国づくり，まちづくり 第１節 風水害に強い国づくり，まちづくり 

２ 風水害に強いまちづくり ２ 風水害に強いまちづくり 

(1) 風水害に強いまちの形成 (1) 風水害に強いまちの形成 

（略） （略） 

○国〔農林水産省，国土交通省〕及び地方公共団体は，下記の事項を重点として総合的

な風水害対策を推進することにより，風水害に強いまちを形成するものとする。 

○国〔農林水産省，国土交通省〕及び地方公共団体は，下記の事項を重点として総合的

な風水害対策を推進することにより，風水害に強いまちを形成するものとする。 

・国〔国土交通省〕及び地方公共団体は，溢水，湛水等による災害の発生のおそれのあ

る土地の区域について都市的土地利用を誘導しないものとするなど，風水害に強い土

地利用の推進に努めるものとする。 

・国〔国土交通省〕及び地方公共団体は，溢水，湛水等による災害の発生のおそれのあ

る土地の区域について都市的土地利用を誘導しないものとするなど，風水害に強い土

地利用の推進に努めるものとする。 

（新設） ・国〔国土交通省〕及び地方公共団体は，住民が自らの地域の水害リスクに向き合い，

被害を軽減する取組を行う契機となるよう，分かりやすい水害リスクの開示に努める

ものとする。 

（略）  （略） 

  

(2) 風水害に対する建築物の安全性の確保 (2) 風水害に対する建築物の安全性の確保 

（略）   （略）  

○浸水等風水害に対する安全性の確保にあたっては，浸水経路や浸水形態の把握等を

行い，これらの結果を踏まえるものとする。 

○浸水等風水害に対する安全性の確保に当たっては，浸水経路や浸水形態の把握等を

行い，これらの結果を踏まえるものとする。 

（略）   （略）   

  

(4) 災害応急対策等への備え (4) 災害応急対策等への備え 

○第２編１章１節２項(4)「災害応急対策等への備え」 ○第２編１章１節２項(4)「災害応急対策等への備え」 

（新設） ○国〔内閣府等〕は，被災経験のない市町村であっても迅速かつ的確な災害対応を実

施することができるよう，平時の備えから災害対応の初動，応急対策，復旧に至るま

での間，市町村がとるべき災害対応の要点を示した資料の作成及びその内容の周知徹

底について，検討するものとする。 
（新設） ○国〔内閣府等〕は，被災市町村の災害対策本部の運営等の災害応急対策が円滑にな

されるよう，災害対応の知見が豊富な地方公共団体による知見の伝達のあり方等につ

いて，検討するものとする。 

  

第２節 国民の防災活動の促進 第２節 国民の防災活動の促進 

１ 防災思想の普及，徹底 １ 防災思想の普及，徹底 

○第２編１章３節１項「防災思想の普及，徹底」   ○第２編１章３節１項「防災思想の普及，徹底」   

（新設） ○特に，気候変動等の影響により今後ますます水害リスクが増加する傾向にあること

にかんがみ，国〔内閣府〕は，住宅等の復旧に十分な補償額を受け取れない被災者を一
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第５編 風水害対策編   

修正前 修正後 

人でも少なくするよう，水害保険・共済への加入の促進に努めるものとする。また，国

〔内閣府〕から地方公共団体に対して普及促進への協力の呼びかけに努めるものとす

る。 

  

２ 防災知識の普及，訓練 ２ 防災知識の普及，訓練 

(1) 防災知識の普及 (1) 防災知識の普及 

（略）   （略）   

○国〔内閣府，警察庁，消防庁，国土交通省，気象庁〕及び地方公共団体は，被害の防

止，軽減の観点から早期避難の重要性を住民に周知し，住民の理解と協力を得るもの

とする。 

○国〔内閣府，警察庁，消防庁，国土交通省，気象庁〕及び地方公共団体は，被害の防

止，軽減の観点から早期避難の重要性を住民に周知し，住民の理解と協力を得るもの

とする。 

（新設） ○国〔内閣府，国土交通省等〕，公共機関，地方公共団体等は，防災週間や防災関連行

事等を通じ，住民に対し，水害時のシミュレーション結果等を示しながら，「早期の立

退き避難が必要な区域」からの迅速で確実な立退き避難を求めるとともに，浸水深，

浸水継続時間等に応じて，水・食料を備蓄すること，ライフライン途絶時の対策をと

ること，保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等について，普及啓発を図るも

のとする。 

○市町村（都道府県）は，地域住民に対し，風水害のおそれのない適切な避難場所，避

難路等について周知徹底するとともに，円滑な避難のため，自主防災組織等の地域の

コミュニティを活かした避難活動を促進する。 

○市町村（都道府県）は，地域住民に対し，風水害のおそれのない適切な避難場所，避

難路等について周知徹底するとともに，必要に応じて避難場所の開錠・開設を自主防

災組織で担う等，円滑な避難のため，自主防災組織等の地域のコミュニティを活かし

た避難活動を促進する。 

○市町村（都道府県）は，国，関係公共機関等の協力を得つつ，風水害の発生危険箇所

等について調査するなど防災アセスメントを行い，地域住民の適切な避難や防災活動

に資するよう以下の施策を講じる。 

○市町村（都道府県）は，国，関係公共機関等の協力を得つつ，風水害の発生危険箇所

等について調査するなど防災アセスメントを行い，地域住民の適切な避難や防災活動

に資するよう以下の施策を講じる。 

・浸水想定区域，避難場所，避難路等水害に関する総合的な資料として，図面表示等を

含む形で取りまとめたハザードマップ，防災マップ，風水害発生時の行動マニュアル

等の作成を行い，住民等に配布するものとする。また，決壊した場合に大きな被害を

もたらすおそれのあるため池についてもハザードマップ等を作成し，住民等に配布す

るとともに，中小河川や雨水出水による浸水に対応したハザードマップ作成について

も，関係機関が連携しつつ作成・検討を行う。更に，地下街等における浸水被害を防止

するため，作成した洪水ハザードマップ等を地下街等の管理者へ提供する。 

・浸水想定区域，避難場所，避難路等水害に関する総合的な資料として，図面表示等を

含む形で取りまとめたハザードマップ，防災マップ，風水害発生時の行動マニュアル

等の作成を行い，住民等に配布するものとする。その際，河川近傍や浸水深の大きい

区域については「早期の立退き避難が必要な区域」として明示することに努めるもの

とする。また，決壊した場合に大きな被害をもたらすおそれのあるため池についても

ハザードマップ等を作成し，住民等に配布するとともに，中小河川や雨水出水による

浸水に対応したハザードマップ作成についても，関係機関が連携しつつ作成・検討を

行う。更に，地下街等における浸水被害を防止するため，作成した洪水ハザードマッ

プ等を地下街等の管理者へ提供する。 

（略）  （略） 

  

(2) 防災訓練の実施，指導 (2) 防災訓練の実施，指導 

（略） （略） 

○市町村地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は

管理者は，洪水時の避難確保に関する計画に基づき，避難誘導等の訓練の実施に努め

○市町村地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は

管理者は，関係機関の協力を得て，洪水時の避難確保に関する計画を策定し，それに
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るものとする。 基づき，避難誘導等の訓練の実施に努めるものとする。 

（略） （略） 

  

第４節 迅速かつ円滑な災害応急対策，災害復旧・復興への備え 第４節 迅速かつ円滑な災害応急対策，災害復旧・復興への備え 

１ 災害発生直前対策関係 １ 災害発生直前対策関係 

(1) 警報等の発表及び伝達 (1) 警報等の発表及び伝達 

（略） （略） 

○国〔総務省，消防庁，気象庁〕及び地方公共団体は，さまざまな環境下にある住民等

及び地方公共団体の職員に対して警報等が確実に伝わるよう，災害情報共有システム

（Ｌアラート）の活用や関係事業者の協力を得つつ，防災行政無線，全国瞬時警報シ

ステム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ），テレビ，ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。），携帯電

話（緊急速報メール機能を含む。），ワンセグ等を用いた伝達手段の多重化，多様化を

図るものとする。 

○国〔総務省，消防庁，気象庁〕及び地方公共団体は，さまざまな環境下にある住民等

及び地方公共団体職員に対して警報等が確実に伝わるよう，関係事業者の協力を得つ

つ，防災行政無線，全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ），Ｌアラート（災害情報

共有システム），テレビ，ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。），携帯電話（緊急速

報メール機能を含む。），ワンセグ等を用いた伝達手段の多重化，多様化を図るものと

する。 

  

第２章 災害応急対策 第２章 災害応急対策 

第１節 災害発生直前の対策 第１節 災害発生直前の対策 

２ 住民等の避難誘導 ２ 住民等の避難誘導 

（略） （略） 

○市町村は，風水害の発生のおそれがある場合には，防災気象情報等を十分把握する

とともに，河川管理者，水防団等と連携を図りながら，浸水区域や土砂災害危険箇所

等の警戒活動を行う。その結果，危険と認められる場合には，住民に対する避難のた

めの準備情報の提供や勧告・指示等を行うとともに，適切な避難誘導を実施するもの

とする。 

○市町村は，風水害の発生のおそれがある場合には，防災気象情報等を十分把握する

とともに，河川管理者，水防団等と連携を図りながら，浸水区域や土砂災害危険箇所

等の警戒活動を行う。その結果，危険と認められる場合には，住民に対する避難のた

めの準備情報の提供や勧告・指示等を行うとともに，適切な避難誘導を実施するもの

とする。特に，台風による大雨発生など事前に予測が可能な場合においては，大雨発

生が予測されてから災害のおそれがなくなるまで，住民に対して分かりやすく適切に

状況を伝達することに努めるものとする。 

○市町村は，住民に対する避難のための準備情報の提供や勧告・指示等を行うにあた

り，対象地域の適切な設定等に留意するとともに，勧告・指示等を夜間に発令する可

能性がある場合には，避難行動をとりやすい時間帯における準備情報の提供に努める

ものとする。 

○市町村は，住民に対する避難のための準備情報の提供や勧告・指示等を行うにあた

り，対象地域の適切な設定等に留意するとともに，勧告・指示等を夜間に発令する可

能性がある場合には，避難行動をとりやすい時間帯における準備情報の提供に努める

ものとする。 

（新設） ○市町村は，災害の状況に応じて避難勧告等を発令した上で，避難時の周囲の状況等

により，近隣のより安全な建物への「緊急的な待避」や，「屋内安全確保」といった適

切な避難行動を住民がとれるように努めるものとする。 

（略）  （略） 

○住民への避難勧告等の伝達に当たっては，市町村防災行政無線を始めとした効果的

かつ確実な伝達手段を複合的に活用し，対象地域の住民への迅速かつ的確な伝達に努

めるものとする。特に，人口や面積の規模が大きい市町村においては，夜間や早朝に

突発的局地的豪雨が発生した場合における，エリアを限定した伝達について，各市町

村の地域の実情に応じて，エリア限定の有効性や課題等を考慮した上で検討するもの

○住民への避難勧告等の伝達に当たっては，市町村防災行政無線を始め，Ｌアラート

（災害情報共有システム），テレビ，ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。），携帯電

話（緊急速報メール機能を含む。），ワンセグ等のあらゆる伝達手段の複合的な活用を

図り，対象地域の住民への迅速かつ的確な伝達に努めるものとする。特に，人口や面

積の規模が大きい市町村においては，夜間や早朝に突発的局地的豪雨が発生した場合
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とする。 における，エリアを限定した伝達について，各市町村の地域の実情に応じて，エリア

限定の有効性や課題等を考慮した上で検討するものとする。 

（略）  （略） 

  

４ 災害未然防止活動 ４ 災害未然防止活動 

（略）  （略） 

○水防団及び消防機関は，出水時に迅速な水防活動を実施するため，河川管理者，地

方公共団体と連携し，必要に応じ，水防上緊急の必要がある場所において警戒区域を

設定し，水防関係者以外の者に対してその区域への立入の禁止又はその区域からの退

去等の指示を実施するものとする。 

○水防団及び消防機関は，出水時に土のう積みなど迅速な水防活動を実施する。また，

河川管理者，地方公共団体と連携し，必要に応じ，水防上緊急の必要がある場所にお

いて警戒区域を設定し，水防関係者以外の者に対してその区域への立入の禁止又はそ

の区域からの退去等の指示を実施するものとする。 
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第６編 火山災害対策編 第６編 火山災害対策編 

  

第１章 災害予防 第１章 災害予防 

第２節 火山災害に強い国づくり，まちづくり 第２節 火山災害に強い国づくり，まちづくり 

２ 火山災害に強いまちづくり ２ 火山災害に強いまちづくり 

(2) 火山災害に対する建築物の安全化 (2) 火山災害に対する建築物の安全化 

（略） （略） 

○火山災害に対する安全性の確保にあたっては，不燃堅牢化を推進するものとする。 ○火山災害に対する安全性の確保に当たっては，不燃堅牢化を推進するものとする。 

  

第２章 災害応急対策 第２章 災害応急対策 

第４節 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 第４節 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 

２ 交通の確保 ２ 交通の確保 

（略） （略） 

(8) 鉄道交通の確保 (8) 鉄道交通の確保 

○第２編２章５節２項(9)「鉄道交通の確保」 ○第２編２章５節２項(8)「鉄道交通の確保」 

(9) 広域物資輸送拠点の確保 (9) 広域物資輸送拠点の確保 

○第２編２章５節２項(10)「広域物資輸送拠点の確保」 ○第２編２章５節２項(9)「広域物資輸送拠点の確保」 
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第７編 雪害対策編 第７編 雪害対策編 

  

第１章 災害予防 第１章 災害予防 

第４節 迅速かつ円滑な災害応急対策，災害復旧・復興への備え 第４節 迅速かつ円滑な災害応急対策，災害復旧・復興への備え 

１ 災害発生直前対策関係 １ 災害発生直前対策関係 

(1) 警報等の伝達 (1) 警報等の伝達 

（略） （略） 

○国〔総務省，消防庁，気象庁〕及び地方公共団体は，さまざまな環境下にある住民等

及び地方公共団体の職員に対して警報等が確実に伝わるよう，災害情報共有システム

（Ｌアラート）の活用や関係事業者の協力を得つつ，防災行政無線，全国瞬時警報シ

ステム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ），テレビ，ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。），携帯電

話（緊急速報メール機能を含む。），ワンセグ等を用いた伝達手段の多重化，多様化を

図るものとする。 

○国〔総務省，消防庁，気象庁〕及び地方公共団体は，さまざまな環境下にある住民等

及び地方公共団体職員に対して警報等が確実に伝わるよう，関係事業者の協力を得つ

つ，防災行政無線，全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ），Ｌアラート（災害情報

共有システム），テレビ，ラジオ（コミュニティＦＭ放送を含む。），携帯電話（緊急速

報メール機能を含む。），ワンセグ等を用いた伝達手段の多重化，多様化を図るものと

する。 

  

第２章 災害応急対策 第２章 災害応急対策 

第５節 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 第５節 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 

２ 交通の確保 ２ 交通の確保 

（略） （略） 

(6) 鉄道交通の確保 (6) 鉄道交通の確保 

○第２編２章５節２項(9)「鉄道交通の確保」 ○第２編２章５節２項(8)「鉄道交通の確保」 

(7) 広域物資輸送拠点の確保 (7) 広域物資輸送拠点の確保 

○第２編２章５節２項(10)「広域物資輸送拠点の確保」 ○第２編２章５節２項(9)「広域物資輸送拠点の確保」 
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第８編 海上災害対策編 第８編 海上災害対策編 

  

第１章 災害予防 第１章 災害予防 

第２節 船舶の安全な運行の確保 第２節 船舶の安全な運航の確保 

○国〔国土交通省〕は，海技従事者（船舶に乗組む船舶職員）になろうとする者に対

し，海技従事者として必要な知識・能力があるかについて海技従事者国家試験を行う

とともに，既に海技従事者である者についても，５年ごとの海技免状の更新の際，一

定の乗船履歴又は講習等を要求することにより，海技従事者の知識・能力の維持及び

最新化を図るものとする。また，時代のニーズに即した船員を確保する必要があるこ

とから，各船員教育機関において，教育内容のレベルアップを図るなどその教育体制

の一層の整備充実を推進する。 

○国〔国土交通省〕は，船舶職員になろうとする者に対し，必要な知識・能力があるか

について海技士国家試験を行うとともに，５年ごとの海技免状の更新の際，一定の乗

船履歴又は講習等を要求することにより，知識・能力の維持及び最新化を図るものと

する。また，時代のニーズに即した船員を確保する必要があることから，各船員教育

機関において，教育内容のレベルアップを図るなどその教育体制の一層の整備充実を

推進する。 
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第 12 編 原子力災害対策編 第 12 編 原子力災害対策編 

  

第１章 災害予防 第１章 災害予防 

第５節 迅速かつ円滑な災害応急対策，災害復旧への備え 第５節 迅速かつ円滑な災害応急対策，災害復旧への備え 

１ 情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係 １ 情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係 

(7) 防災関係機関相互の連携体制 (7) 防災関係機関相互の連携体制 

（略） （略） 

○国，指定公共機関，地方公共団体及び原子力事業者は，防災関係機関相互の連携体

制を強化するため，応急活動及び復旧活動に関し，平常時より各機関間における連携

を強化しておくものとする。特に，国〔原子力防災会議事務局〕，指定公共機関〔国立

研究開発法人放射線医学総合研究所，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕及

び関係機関は，原子力災害対策協議会を設け，連携強化を図るものとする。 

○国，指定公共機関，地方公共団体及び原子力事業者は，防災関係機関相互の連携体

制を強化するため，応急活動及び復旧活動に関し，平常時より各機関間における連携

を強化しておくものとする。特に，国〔原子力防災会議事務局〕，指定公共機関〔国立

研究開発法人量子科学技術研究開発機構，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕

及び関係機関は，原子力災害対策協議会を設け，連携強化を図るものとする。 

（略） （略） 

  

(10) 緊急時モニタリング体制の整備 (10) 緊急時モニタリング体制の整備 

（略） （略） 

○国〔原子力規制委員会〕，指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合研究所，

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕，原子力事故に係る原子力事業者及び当該

原子力事業者以外の原子力事業者は，現地に動員すべき緊急時モニタリング要員及び

資機材の動員体制を整備・維持するものとする。 

○国〔原子力規制委員会〕，指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発機

構，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕，原子力事故に係る原子力事業者及び

当該原子力事業者以外の原子力事業者は，現地に動員すべき緊急時モニタリング要員

及び資機材の動員体制を整備・維持するものとする。 

（略） （略） 

○原子力事業者は，自ら放射線や放射性物質の放出源を中心とした緊急時モニタリン

グを行うとともに，国，地方公共団体及び指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医

学総合研究所，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕が実施する緊急時モニタ

リングが円滑に行われるよう，防災要員の派遣，緊急時モニタリング資機材の貸与等

に必要な体制を整備するものとする。 

○原子力事業者は，自ら放射線や放射性物質の放出源を中心とした緊急時モニタリン

グを行うとともに，国，地方公共団体及び指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学

技術研究開発機構，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕が実施する緊急時モ

ニタリングが円滑に行われるよう，防災要員の派遣，緊急時モニタリング資機材の貸

与等に必要な体制を整備するものとする。 

（略） （略） 

  

(12) 公衆の被ばく線量の把握体制の整備 (12) 公衆の被ばく線量の把握体制の整備 

○国〔原子力規制委員会，環境省〕及び指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総

合研究所，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕は，健康調査・健康相談を適切

に行う観点から，公衆の被ばく線量の把握を迅速に行えるよう，モニタリングデータ

及び移動（行動）から線量推計を行うためのツール（ソフトウェア）の整備・維持を行

うとともに，線量評価要員の確保等，公衆の被ばく線量評価体制を整備するものとす

る。 

○国〔原子力規制委員会，環境省〕及び指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術

研究開発機構，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕は，健康調査・健康相談を

適切に行う観点から，公衆の被ばく線量の把握を迅速に行えるよう，モニタリングデ

ータ及び移動（行動）から線量推計を行うためのツール（ソフトウェア）の整備・維持

を行うとともに，線量評価要員の確保等，公衆の被ばく線量評価体制を整備するもの

とする。 

（略） （略） 

○国〔原子力規制委員会，内閣府，環境省〕及び指定公共機関〔国立研究開発法人放射

線医学総合研究所，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕は，地方公共団体が

○国〔原子力規制委員会，内閣府，環境省〕及び指定公共機関〔国立研究開発法人量子

科学技術研究開発機構，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕は，地方公共団
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健康調査・健康相談を適切に行う観点から行う被ばく線量の把握を支援するため，ホ

ールボディカウンタ，甲状腺モニタ等の配備・維持管理，測定・評価要員の確保等を行

うものとする。 

体が健康調査・健康相談を適切に行う観点から行う被ばく線量の把握を支援するため，

ホールボディカウンタ，甲状腺モニタ等の配備・維持管理，測定・評価要員の確保等を

行うものとする。 

  

(13) 専門家の派遣体制 (13) 専門家の派遣体制 

○国〔原子力規制委員会，内閣府，原子力防災会議事務局，文部科学省，経済産業省

等〕は，原子力災害時に，指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合研究所，国

立研究開発法人日本原子力研究開発機構等〕その他研究機関等の原子炉工学，放射線

防護等に関する専門家を招集し，技術的助言を得るため，あらかじめ招集する専門家

のリストを指定公共機関等と調整した上で作成し，非常招集体制を整備するものとす

る。 

○国〔原子力規制委員会，内閣府，原子力防災会議事務局，文部科学省，経済産業省

等〕は，原子力災害時に，指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発機

構，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構等〕その他研究機関等の原子炉工学，

放射線防護等に関する専門家を招集し，技術的助言を得るため，あらかじめ招集する

専門家のリストを指定公共機関等と調整した上で作成し，非常招集体制を整備するも

のとする。 

○国〔原子力規制委員会，内閣府，文部科学省，経済産業省等〕は，緊急時に指定公共

機関〔国立研究開発法人放射線医学総合研究所，国立研究開発法人日本原子力研究開

発機構等〕その他研究機関等の原子炉工学，放射線防護等に関する専門家を招集し，

招集された専門家は収集された情報をもとに被災状況及び応急対策について評価・検

討し，国等が行う緊急事態応急対策への技術的支援を行う体制の整備をするものとす

る。 

○国〔原子力規制委員会，内閣府，文部科学省，経済産業省等〕は，緊急時に指定公共

機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構，国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構等〕その他研究機関等の原子炉工学，放射線防護等に関する専門家を招集

し，招集された専門家は収集された情報をもとに被災状況及び応急対策について評価・

検討し，国等が行う緊急事態応急対策への技術的支援を行う体制の整備をするものと

する。 
○国〔原子力規制委員会，内閣府，原子力防災会議事務局，文部科学省，経済産業省〕

は，指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合研究所，国立研究開発法人日本

原子力研究開発機構〕等からのモニタリング，医療等に関する専門家，原子力災害現

地対策本部等の要員等の迅速な派遣体制を確保するため，緊急輸送関係省庁〔国土交

通省，海上保安庁，防衛省，消防庁，警察庁〕に対する輸送支援の要請を含む現地への

移送手段等について，原子力事業所ごとにあらかじめ関係機関と調整の上定めておく

ものとする。 

○国〔原子力規制委員会，内閣府，原子力防災会議事務局，文部科学省，経済産業省〕

は，指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構，国立研究開発法人

日本原子力研究開発機構〕等からのモニタリング，医療等に関する専門家，原子力災

害現地対策本部等の要員等の迅速な派遣体制を確保するため，緊急輸送関係省庁〔国

土交通省，海上保安庁，防衛省，消防庁，警察庁〕に対する輸送支援の要請を含む現地

への移送手段等について，原子力事業所ごとにあらかじめ関係機関と調整の上定めて

おくものとする。 
（略） （略） 

  
２ 避難の受入れ及び情報提供活動関係 ２ 避難の受入れ及び情報提供活動関係 

(5) 周辺住民等への的確な情報伝達活動関係 (5) 周辺住民等への的確な情報伝達活動関係 

（略） （略） 

○国，指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合研究所，国立研究開発法人日

本原子力研究開発機構〕及び地方公共団体は，住民からの問合せに対応する住民相談

窓口の設置等についてあらかじめ準備しておくものとする。 

○国，指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構，国立研究開発法

人日本原子力研究開発機構〕及び地方公共団体は，住民からの問合せに対応する住民

相談窓口の設置等についてあらかじめ準備しておくものとする。 

（略） （略） 

  

４ 救助・救急，医療，安定ヨウ素剤の予防服用及び消火活動関係 ４ 救助・救急，医療，安定ヨウ素剤の予防服用及び消火活動関係 

(2) 医療活動関係 (2) 医療活動関係 

（略） （略） 

○国〔原子力規制委員会〕及び地方公共団体は，指定公共機関〔国立研究開発法人放射 ○国〔原子力規制委員会〕及び地方公共団体は，指定公共機関〔国立研究開発法人量子
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線医学総合研究所〕，独立行政法人国立病院機構（被ばく医療に係る事項に限る。），高

度被ばく医療支援センター，原子力災害医療・総合支援センター，原子力事業者等と

調整の上，地域ごとに原子力災害医療の中核的機能を担うための拠点となる原子力災

害医療機関を選定するなど，原子力災害医療体制の整備に努めるものとする。 

科学技術研究開発機構〕，独立行政法人国立病院機構（被ばく医療に係る事項に限る。），

高度被ばく医療支援センター，原子力災害医療・総合支援センター，原子力事業者等

と調整の上，地域ごとに原子力災害医療の中核的機能を担うための拠点となる原子力

災害医療機関を選定するなど，原子力災害医療体制の整備に努めるものとする。 

（略） （略） 

○国〔原子力規制委員会〕は，指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合研究

所〕，高度被ばく医療支援センター，原子力災害医療・総合支援センター及び被災地域

外の地方公共団体等と協力して，医療従事者等を現地へ派遣し，原子力災害医療に係

る医療チームを編成できるよう，体制の整備を行うものとする。 

○国〔原子力規制委員会〕は，指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発

機構〕，高度被ばく医療支援センター，原子力災害医療・総合支援センター及び被災地

域外の地方公共団体等と協力して，医療従事者等を現地へ派遣し，原子力災害医療に

係る医療チームを編成できるよう，体制の整備を行うものとする。 
（略） （略） 

  
第６節 核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する迅速かつ円滑な応急対策
への備え 

第６節 核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する迅速かつ円滑な応急対策
への備え 

（略） （略） 

○国〔原子力規制委員会，原子力防災会議事務局，国土交通省，文部科学省〕は，指定

公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合研究所，国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構〕等の各分野の専門家をあらかじめ派遣専門家として登録し，また，必要

な資機材についても指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合研究所，国立研

究開発法人日本原子力研究開発機構〕等に適切に整備・維持させるものとする。 

○国〔原子力規制委員会，原子力防災会議事務局，国土交通省，文部科学省〕は，指定

公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構，国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構〕等の各分野の専門家をあらかじめ派遣専門家として登録し，また，

必要な資機材についても指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構，

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕等に適切に整備・維持させるものとする。 
（略） （略） 

  
第２章 災害応急対策 第２章 災害応急対策 
第１節 発災直後の情報の収集・連絡，緊急連絡体制及び活動体制の確立 第１節 発災直後の情報の収集・連絡，緊急連絡体制及び活動体制の確立 
２ 警戒事態発生時の連絡等 ２ 警戒事態発生時の連絡等 
（略） （略） 

○国〔原子力規制委員会〕，地方公共団体，原子力事業者及び指定公共機関〔国立研究

開発法人放射線医学総合研究所，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕は，緊

急時モニタリングセンターの立上げ準備やモニタリングポストの監視強化等緊急時モ

ニタリングの準備を行うものとする。 

○国〔原子力規制委員会〕，地方公共団体，原子力事業者及び指定公共機関〔国立研究

開発法人量子科学技術研究開発機構，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕は，

緊急時モニタリングセンターの立上げ準備やモニタリングポストの監視強化等緊急時

モニタリングの準備を行うものとする。 

（略） （略） 

  
３ 施設敷地緊急事態発生時の連絡等 ３ 施設敷地緊急事態発生時の連絡等 

(2) 施設敷地緊急事態発生後の応急対策活動情報，被害情報等の連絡 (2) 施設敷地緊急事態発生後の応急対策活動情報，被害情報等の連絡 

（略） （略） 

○指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合研究所，国立研究開発法人日本原

子力研究開発機構〕は，指定行政機関との間において，自ら行う応急対策活動の状況

等を随時連絡するなど，連絡を密にするものとする。 

○指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構，国立研究開発法人日

本原子力研究開発機構〕は，指定行政機関との間において，自ら行う応急対策活動の

状況等を随時連絡するなど，連絡を密にするものとする。 

（略） （略） 
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○国〔原子力規制委員会，内閣府〕，関係省庁及び関係地方公共団体，指定公共機関〔国

立研究開発法人放射線医学総合研究所，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕，

所在都道府県，関係周辺都道府県，原子力事業者等は，現地事故対策連絡会議等との

連携を密にするものとする。 

○国〔原子力規制委員会，内閣府〕，関係省庁及び関係地方公共団体，指定公共機関〔国

立研究開発法人量子科学技術研究開発機構，国立研究開発法人日本原子力研究開発機

構〕，所在都道府県，関係周辺都道府県，原子力事業者等は，現地事故対策連絡会議等

との連携を密にするものとする。 

  
４ 全面緊急事態における連絡等（原子力緊急事態宣言後の応急対策活動情報，被害

情報等の連絡） 

４ 全面緊急事態における連絡等（原子力緊急事態宣言後の応急対策活動情報，被害

情報等の連絡） 

（略） （略） 

○原子力災害現地対策本部，指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合研究所，

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕，緊急事態応急対策実施区域に係る地方公

共団体の災害対策本部，指定地方公共機関，原子力事業者その他関係機関は，対策拠

点施設に職員を派遣し，施設の状況，モニタリング情報，医療関係情報，住民避難・屋

内退避状況等の必要な情報を常時継続的に共有するとともに，各々が行う緊急事態応

急対策について必要な調整を行うものとする。 

○原子力災害現地対策本部，指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発

機構，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕，緊急事態応急対策実施区域に係る

地方公共団体の災害対策本部，指定地方公共機関，原子力事業者その他関係機関は，

対策拠点施設に職員を派遣し，施設の状況，モニタリング情報，医療関係情報，住民避

難・屋内退避状況等の必要な情報を常時継続的に共有するとともに，各々が行う緊急

事態応急対策について必要な調整を行うものとする。 

（略） （略） 

  
５ 施設敷地緊急事態発生及び全面緊急事態発生後における情報収集活動 ５ 施設敷地緊急事態発生及び全面緊急事態発生後における情報収集活動 

(1) 緊急時モニタリング (1) 緊急時モニタリング 

（略） （略） 

○国〔原子力規制委員会，関係省庁〕，地方公共団体，事故に係る原子力事業者及び当

該原子力事業者以外の原子力事業者並びに指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医

学総合研究所，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕は，緊急時モニタリング

センターを組織し，緊急時モニタリング実施計画に基づき，確実かつ計画的に緊急時

モニタリングを実施するものとする。国〔海上保安庁等〕は，その支援を行うものとす

る。 

○国〔原子力規制委員会，関係省庁〕，地方公共団体，事故に係る原子力事業者及び当

該原子力事業者以外の原子力事業者並びに指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学

技術研究開発機構，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕は，緊急時モニタリ

ングセンターを組織し，緊急時モニタリング実施計画に基づき，確実かつ計画的に緊

急時モニタリングを実施するものとする。国〔海上保安庁等〕は，その支援を行うもの

とする。 

（略） （略） 

  
(2) 緊急時の公衆の被ばく線量の把握 (2) 緊急時の公衆の被ばく線量の把握 

○国〔原子力規制委員会，環境省〕，指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合

研究所，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕及び地方公共団体は，原子力緊

急事態宣言発出後，健康調査・健康相談を適切に行う観点から，発災後一週間以内を

目途に緊急時における放射性ヨウ素の吸入による内部被ばくの把握を，一か月以内を

目途に放射性セシウムの経口摂取による内部被ばくの把握を行うとともに，速やかに

外部被ばく線量の推計等を行うための行動調査を行うものとする。 

○国〔原子力規制委員会，環境省〕，指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研

究開発機構，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕及び地方公共団体は，原子

力緊急事態宣言発出後，健康調査・健康相談を適切に行う観点から，発災後一週間以

内を目途に緊急時における放射性ヨウ素の吸入による内部被ばくの把握を，一か月以

内を目途に放射性セシウムの経口摂取による内部被ばくの把握を行うとともに，速や

かに外部被ばく線量の推計等を行うための行動調査を行うものとする。 

  
６ 原子力事業者の活動体制 ６ 原子力事業者の活動体制 
（略） （略） 

○原子力事業者は，指定行政機関，指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合 ○原子力事業者は，指定行政機関，指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研
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研究所，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕，地方公共団体等との間において

緊密な連携の確保に努めるものとする。 
究開発機構，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕，地方公共団体等との間にお

いて緊密な連携の確保に努めるものとする。 
（略） （略） 

  
７ 指定行政機関等の活動体制 ７ 指定行政機関等の活動体制 

(2) 原子力緊急事態宣言発出後の対応 (2) 原子力緊急事態宣言発出後の対応 

三 原子力災害現地対策本部の設置 三 原子力災害現地対策本部の設置 

（略） （略） 

○原子力災害合同対策協議会の会合においては，必要に応じ，指定公共機関〔国立研

究開発法人放射線医学総合研究所，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕等の

専門家を出席させ，その知見を十分に活用するよう努めるものとする。 

○原子力災害合同対策協議会の会合においては，必要に応じ，指定公共機関〔国立研

究開発法人量子科学技術研究開発機構，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕

等の専門家を出席させ，その知見を十分に活用するよう努めるものとする。 

（略） （略） 

  
10 指定公共機関等の活動体制 10 指定公共機関等の活動体制 

○国〔原子力規制委員会，文部科学省，経済産業省等〕は，原子力緊急事態宣言が発出

された場合，指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合研究所，国立研究開発

法人日本原子力研究開発機構〕，研究機関等に対して，原子力災害対策本部事務局への

専門家の派遣を必要に応じて要請するとともに，派遣された専門家と，災害の拡大防

止，防護対策の活動内容等について，密接な情報交換を行うものとする。 

○国〔原子力規制委員会，文部科学省，経済産業省等〕は，原子力緊急事態宣言が発出

された場合，指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構，国立研究

開発法人日本原子力研究開発機構〕，研究機関等に対して，原子力災害対策本部事務局

への専門家の派遣を必要に応じて要請するとともに，派遣された専門家と，災害の拡

大防止，防護対策の活動内容等について，密接な情報交換を行うものとする。 

○指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合研究所，国立研究開発法人日本原

子力研究開発機構〕は，施設敷地緊急事態発生の通報を受けた場合，速やかに，職員の

非常参集，情報収集連絡体制の確立等の必要な体制をとるものとする。 

○指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構，国立研究開発法人日

本原子力研究開発機構〕は，施設敷地緊急事態発生の通報を受けた場合，速やかに，職

員の非常参集，情報収集連絡体制の確立等の必要な体制をとるものとする。 

○指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合研究所，国立研究開発法人日本原

子力研究開発機構〕は，指定行政機関，地方公共団体及び原子力事業者等との間にお

いて緊密な連携の確保に努めるものとする。 

○指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構，国立研究開発法人日

本原子力研究開発機構〕は，指定行政機関，地方公共団体及び原子力事業者等との間

において緊密な連携の確保に努めるものとする。 

  
第２節 避難，屋内退避等の防護及び情報提供活動 第２節 避難，屋内退避等の防護及び情報提供活動 

４ 避難又は一時移転の際の住民等に対する避難退域時検査及び簡易除染の実施 ４ 避難又は一時移転の際の住民等に対する避難退域時検査及び簡易除染の実施 

（略） （略） 

○地方公共団体及び原子力事業者は，国〔原子力規制委員会等〕の協力を得ながら，指

定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合研究所，国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構〕の支援の下，住民等がＯＩＬに基づき特定された区域等から避難又は

一時移転した後に，住民等（避難輸送に使用する車両及びその乗務員を含む。）の避難

退域時検査及び簡易除染を行うものとする。 

○地方公共団体及び原子力事業者は，国〔原子力規制委員会等〕の協力を得ながら，指

定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構，国立研究開発法人日本原

子力研究開発機構〕の支援の下，住民等がＯＩＬに基づき特定された区域等から避難

又は一時移転した後に，住民等（避難輸送に使用する車両及びその乗務員を含む。）の

避難退域時検査及び簡易除染を行うものとする。 

  
８ 関係者等への的確な情報伝達活動 ８ 関係者等への的確な情報伝達活動 

(3) 住民等からの問合せに対する対応 (3) 住民等からの問合せに対する対応 

（略） （略） 
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○原子力災害対策本部，現地対策本部，指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学

総合研究所，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕等は，必要に応じ，速やかに

住民等からの問い合わせに対応する専用電話を備えた窓口の設置，人員の配置等を行

うための体制を整備するものとする。また，住民等のニーズを見極めた上で，情報の

収集・整理・発信を行うものとする。 

○原子力災害対策本部，現地対策本部，指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技

術研究開発機構，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕等は，必要に応じ，速や

かに住民等からの問い合わせに対応する専用電話を備えた窓口の設置，人員の配置等

を行うための体制を整備するものとする。また，住民等のニーズを見極めた上で，情

報の収集・整理・発信を行うものとする。 

  
第６節 救助・救急，医療及び消火活動 第６節 救助・救急，医療及び消火活動 

２ 医療活動 ２ 医療活動 

(2) 原子力災害医療派遣チーム及び専門派遣チームの派遣等 (2) 原子力災害医療派遣チーム及び専門派遣チームの派遣等 

（略） （略） 

○原子力規制委員会，原子力災害医療・総合支援センター，国立研究開発法人放射線

医学総合研究所及び被災地域外の都道府県（市町村）は，医師を確保し，原子力災害医

療派遣チーム等を編成し，派遣するものとする。 

○原子力規制委員会，原子力災害医療・総合支援センター，国立研究開発法人量子科

学技術研究開発機構及び被災地域外の都道府県（市町村）は，医師を確保し，原子力災

害医療派遣チーム等を編成し，派遣するものとする。 

（略） （略） 

  
(3) 原子力災害医療の実施 (3) 原子力災害医療の実施 

（略） （略） 

○被ばく医療に対応可能な独立行政法人国立病院機構及び国立大学病院等は，高度被

ばく医療支援センター及び原子力災害医療・総合支援センターで受診した相当程度の

汚染・被ばく患者や被ばく傷病者に対する追跡調査等を国立研究開発法人放射線医学

総合研究所等が行う場合，これに協力するものとする。 

○被ばく医療に対応可能な独立行政法人国立病院機構及び国立大学病院等は，高度被

ばく医療支援センター及び原子力災害医療・総合支援センターで受診した相当程度の

汚染・被ばく患者や被ばく傷病者に対する追跡調査等を国立研究開発法人量子科学技

術研究開発機構等が行う場合，これに協力するものとする。 

（略） （略） 

  
第 10 節 核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する迅速かつ円滑な応急対策 第 10 節 核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する迅速かつ円滑な応急対策 

（略） （略） 

○国〔原子力規制委員会，国土交通省〕は，核燃料物質等の運搬中の事故による特定事

象が発生した場合には，直ちに関係省庁，関係地方公共団体及び関係指定公共機関に

連絡するとともに，その後の情報を随時連絡するものとする。また，速やかに関係省

庁事故対策連絡会議を開催するとともに，国の職員及びあらかじめ登録された国立研

究開発法人放射線医学総合研究所，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構等の専

門家を現地へ派遣し，必要な資機材を現地へ動員するものとする。なお，放射性物質

輸送事故対策会議が開催されている場合，その事務は関係省庁事故対策連絡会議に引

き継ぐものとする。 

○国〔原子力規制委員会，国土交通省〕は，核燃料物質等の運搬中の事故による特定事

象が発生した場合には，直ちに関係省庁，関係地方公共団体及び関係指定公共機関に

連絡するとともに，その後の情報を随時連絡するものとする。また，速やかに関係省

庁事故対策連絡会議を開催するとともに，国の職員及びあらかじめ登録された国立研

究開発法人量子科学技術研究開発機構，国立研究開発法人日本原子力研究開発機構等

の専門家を現地へ派遣し，必要な資機材を現地へ動員するものとする。なお，放射性

物質輸送事故対策会議が開催されている場合，その事務は関係省庁事故対策連絡会議

に引き継ぐものとする。 

（略） （略） 

  
第４章 原子力艦の原子力災害 第４章 原子力艦の原子力災害 

第１節 情報の収集・連絡及び活動体制の確立 第１節 情報の収集・連絡及び活動体制の確立 

１ 災害情報の収集・連絡 １ 災害情報の収集・連絡 
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(2) 放射能影響の早期把握のための活動 (2) 放射能影響の早期把握のための活動 

（略） （略） 

○指定公共機関〔国立研究開発法人放射線医学総合研究所，国立研究開発法人日本原

子力研究開発機構〕は，現地へ緊急時モニタリング要員及び機材を動員し，国〔原子力

規制委員会〕が行う環境モニタリングの強化のための取組を支援するものとする。 

○指定公共機関〔国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構，国立研究開発法人日

本原子力研究開発機構〕は，現地へ緊急時モニタリング要員及び機材を動員し，国〔原

子力規制委員会〕が行う環境モニタリングの強化のための取組を支援するものとする。 

（略） （略） 

  
第５節 救助・救急及び医療活動 第５節 救助・救急及び医療活動 

２ 医療活動 ２ 医療活動 

(1) 被ばく医療に係る医療チームの派遣 (1) 被ばく医療に係る医療チームの派遣 

○国〔文部科学省，厚生労働省，原子力規制委員会〕は，必要に応じ，国立研究開発法

人放射線医学総合研究所等の医療関係者等からなる被ばく医療に係る医療チームを現

地に派遣するものとする。 

○国〔文部科学省，厚生労働省，原子力規制委員会〕は，必要に応じ，国立研究開発法

人量子科学技術研究開発機構等の医療関係者等からなる被ばく医療に係る医療チーム

を現地に派遣するものとする。 

  

(2) 原子力災害医療の実施 (2) 原子力災害医療の実施 

（略） （略） 

○国立研究開発法人放射線医学総合研究所の派遣する医療従事者等は，被ばく医療に

係る医療チームとして，関係都道府県の災害対策本部の下で，汚染・被ばく患者や被

ばく傷病者等（汚染・被ばくしたおそれのある者を含む。）に対する診療について，各

地域で中核的な機能を担う拠点となる原子力災害医療機関の関係者を指導するととも

に，自らもこれに協力して医療活動を行うものとする。 

○国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構の派遣する医療従事者等は，被ばく医

療に係る医療チームとして，関係都道府県の災害対策本部の下で，汚染・被ばく患者

や被ばく傷病者等（汚染・被ばくしたおそれのある者を含む。）に対する診療について，

各地域で中核的な機能を担う拠点となる原子力災害医療機関の関係者を指導するとと

もに，自らもこれに協力して医療活動を行うものとする。 

（略） （略） 

○国立研究開発法人放射線医学総合研究所，高度な被ばく医療に対応可能な医療機関

等は，各地域で中核的な機能を担う拠点となる原子力災害医療機関等で遂行困難な高

度専門的な除染及び治療を行うものとする。 

○国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構，高度な被ばく医療に対応可能な医療

機関等は，各地域で中核的な機能を担う拠点となる原子力災害医療機関等で遂行困難

な高度専門的な除染及び治療を行うものとする。 

○被ばく医療に対応可能な独立行政法人国立病院機構及び国立大学病院等は，国立研

究開発法人放射線医学総合研究所，高度な被ばく医療に対応可能な医療機関等で受診

した相当程度の汚染・被ばく患者や被ばく傷病者に対する追跡調査等を国立研究開発

法人放射線医学総合研究所等が行う場合，これに協力するものとする。 

○被ばく医療に対応可能な独立行政法人国立病院機構及び国立大学病院等は，国立研

究開発法人量子科学技術研究開発機構，高度な被ばく医療に対応可能な医療機関等で

受診した相当程度の汚染・被ばく患者や被ばく傷病者に対する追跡調査等を国立研究

開発法人量子科学技術研究開発機構等が行う場合，これに協力するものとする。 

○国立研究開発法人放射線医学総合研究所，高度な被ばく医療に対応可能な医療機関

等は，除染，障害治療，追跡調査等について，互いに緊密な連携をとって行うものとす

る。 

○国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構，高度な被ばく医療に対応可能な医療

機関等は，除染，障害治療，追跡調査等について，互いに緊密な連携をとって行うもの

とする。 

○国〔消防庁〕は，汚染・被ばく患者や被ばく傷病者等の国立研究開発法人放射線医学

総合研究所，高度な被ばく医療に対応可能な医療機関等への搬送について，関係都道

府県の災害対策本部等から要請があった場合は，搬送手段の優先的確保を行うものと

する。 

○国〔消防庁〕は，汚染・被ばく患者や被ばく傷病者等の国立研究開発法人量子科学技

術研究開発機構，高度な被ばく医療に対応可能な医療機関等への搬送について，関係

都道府県の災害対策本部等から要請があった場合は，搬送手段の優先的確保を行うも

のとする。 

○自衛隊は，関係都道府県知事等の災害派遣要請に基づき，又は必要に応じ汚染・被

ばく患者や被ばく傷病者等の国立研究開発法人放射線医学総合研究所，高度な被ばく

○自衛隊は，関係都道府県知事等の災害派遣要請に基づき，又は必要に応じ汚染・被

ばく患者や被ばく傷病者等の国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構，高度な被
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修正前 修正後 

医療に対応可能な医療機関等への搬送について輸送支援を行うものとする。 ばく医療に対応可能な医療機関等への搬送について輸送支援を行うものとする。 
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